
居住支援協議会等活動支援事業の概要

居住支援協議会等活動支援事業（令和6年度当初）

事業
主体

住宅セーフティネット法に基づく居住支援協議会(都道府県・市区町村
居住支援協議会、居住支援協議会設立準備会)、居住支援法人 等

補助

対象

事業

１. セミナー・勉強会等による制度の周知・普及

２. 地域における総合的・包括的な居住支援体制の整備

３. 市区町村居住支援協議会立ち上げ支援

４. 入居前支援（相談窓口の開設や不動産店・内覧の同行等）

５. 入居中支援（見守りや生活相談、緊急時対応等）

６. 死亡・退去時支援（家財・遺品整理、死後事務委任等） 等

補助率 定額 （国10/10）

補助

限度額

・都道府県居住支援協議会 ・・・上限5,000千円

・市区町村居住支援協議会  ・・・上限5,000千円

・居住支援協議会設立準備会 ・・・上限3,000千円

(複数自治体による共同設立の場合は上限3,500千円)

・居住支援法人  ・・・上限7,000千円

(スタートアップ加算該当の場合は上限7,500千円)

居住支援協議会、居住支援法人等が行う、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居の円滑化に関する活動等に

係る事業に対して支援 （事業期間：令和６年度～令和１０年度）

令和6年度当初予算において、事業期間を令和10年度まで延長

令和６年度当初予算 ：10.81億円
令和５年度補正予算 ：2.20億円

居住支援協議会

居住支援法人
・ 都道府県が、NPO法人、一般社団法人、一般財団法人（公益社団法人・財団法人を含む）、社会福祉法人、

 居住支援を目的とする株式会社等 を指定

・ 指定数；851 法人（全都道府県合計）が指定（R6.3.31時点）

・ 地方公共団体、不動産関係団体、居住支援法人等が連携して協議会を設立

・ 設立状況；142 協議会（全都道府県・100市区町）が設立（R6.3.31時点）

都道府県・市区町村
（住宅部局、福祉部局）

不動産関係団体
（宅建業者、賃貸住宅

 管理業者、家主等）

居住支援法人
社会福祉協議会
福祉関係団体

居住支援協議会

生活困窮者自立支援法に基づく支援会議
地域ケア会議（高齢者）
自立支援協議会（障害者）

社会福祉法に基づく支援会議
地域住宅協議会（公的賃貸住宅）

連携
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